
No. 推奨事業メニュー 交付対象事業の名称

事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

事業費 事業始期 事業終期

1

⑤医療・介護・保育
施設、学校施設、公
衆浴場等に対する物
価高騰対策支援

私立学校等光熱費高騰対策支援事業

①物価高騰により光熱費の高騰に直面する私立学校等に
対して支援金を交付することにより、私立学校における教育
条件の維持・向上を確保する。
②物価高騰対策支援金
③幼稚園等
　60千円（～49人）×26＝1,560千円
　120千円（50～149人）×62＝7,440千円
　200千円（150人～）×21＝4,200千円
　中学校・高等学校等
　230千円（～249人）×7＝1,610千円
　410千円（250～499人）×4＝1,640千円
　680千円（500～749人）×6＝4,080千円
　1,290千円（750～999人）×4＝5,160千円
　2,410千円（1,000人～）×1＝2,410千円
　110千円（広域通信）×2＝220千円
④私立幼稚園、私立幼稚園型認定こども園、私立中学校・
高等学校等

28,320 R7.4 R8.3

2

②エネルギー・食料
品価格等の物価高
騰に伴う子育て世帯
支援

私立学校給食等に係る物価高騰差額
補助事業

①物価高騰が生じる中、私立学校において、これまでどおり
の栄養バランスや量を保った学校給食等の提供が行われ
るよう、給食材料費に係る増加経費を支援することで、保護
者の負担軽減を図る（教職員は除く）。
②（１）令和３年度から令和７年当初の給食費等の引上げに
伴う差額
　 （２）令和７年度中の給食費等の引き上げに伴う差額
　　　（いずれも教職員分は除く）
③中学校：（１）440人×0..2（執行率）×38円/日×200日＝
669千円
           　 （２）440人×0..2（執行率）×47円/日×200日＝
828千円
   幼稚園：（１）12,240人×0..2（執行率）×750円/月×12月
＝22,032千円
              （２）12,240人×0..2（執行率）×750円/月×12月
＝22,032千円
④生徒、園児の保護者（県内の給食等を実施する私立中学
校及び私立幼稚園・幼稚園型認定こども園等に交付）

45,561 R7.4 R8.3

3

⑤医療・介護・保育
施設、学校施設、公
衆浴場等に対する物
価高騰対策支援

一般公衆浴場光熱費等高騰対策支援
事業

①物価高騰の長期化により、一般公衆浴場事業者の経営
が圧迫していることから、物価高騰対策として、経営の安定
化を図ることにより、衛生水準の維持・向上を確保する。
②物価高騰対策支援金
③1日当たりの入浴者数に応じた補助単価×施設数(全１５
施設)
40千円×８施設＝320千円
100千円×２施設＝200千円
170千円×５施設＝850千円
④県内の一般公衆浴場（公営施設を除く）、利用者

1,370 R7.4 R7.7

4

⑤医療・介護・保育
施設、学校施設、公
衆浴場等に対する物
価高騰対策支援

救護施設光熱費高騰対策支援事業

①原油価格・物価高騰等に直面する救護施設等に支援金
を交付することにより、利用者等に対して、引き続き安心・
安全で質の高いサービスが提供できる体制を確保する。
②物価高騰対策支援金
③250千円/施設×県内４施設＝1,000千円
④救護施設設置者

1,000 R7.4 R7.6

5

⑤医療・介護・保育
施設、学校施設、公
衆浴場等に対する物
価高騰対策支援

医療機関等光熱費高騰対策支援事業

①物価高騰に直面する医療機関等に支援金を交付するこ
とにより、利用者等に対して、引き続き安心・安全で質の高
いサービスが提供できる体制を確保する。
②医療機関等光熱費高騰対策支援金
③病院（800,480千円）
　　【100千円×125箇所】＋【13,185床×40千円 ※200床以
上】
　　　＋【8,686床×30千円 ※200床未満】
　有床診療所（37,890千円）
　　【100千円×75箇所】＋【1,013床×30千円】
　無床診療所（146,700千円）
　　【100千円×1,467箇所】
　施術所（13,710千円）
　　【30千円×457箇所】
④病院、診療所、施術所（市町立を除く）

998,780 R7.4 R8.3
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6

⑤医療・介護・保育
施設、学校施設、公
衆浴場等に対する物
価高騰対策支援

薬局光熱費高騰対策支援事業

①原油価格・物価高騰等に直面する薬局等に支援金を交
付することにより、利用者等に対して、引き続き安心・安全
で質の高いサービスが提供できる体制を確保する。
②物価高騰対策支援金、支払委託事務
③＠30千円×765施設＝22,950千円
　支払事務委託料　8,291千円
④県内で開業・運営している保険薬局

31,241 R7.4 R8.3

7

⑤医療・介護・保育
施設、学校施設、公
衆浴場等に対する物
価高騰対策支援

介護施設等光熱費高騰対策支援事業

①原油価格・物価高騰等に直面する介護施設等に支援金
を交付することにより、利用者等に対して、引き続き安心・
安全で質の高いサービスが提供できる体制を確保する。
②物価高騰対策支援金、支払委託事務
③入所系
　150千円（定員1～40人）×432＝64,800千円
　250千円（定員41～60人）×144＝36,000千円
　400千円（定員61人～）×120＝48,000千円
　通所系
　120千円×866＝103,920千円
　訪問・相談系
　60千円×1,166＝69,960千円
　支払事務委託料　19,605千円
④県内介護サービス事業者、利用者等

342,285 R7.4 R8.3

8

⑤医療・介護・保育
施設、学校施設、公
衆浴場等に対する物
価高騰対策支援

介護施設等食材料費高騰対策支援事
業

①物価高騰が長期化し、食材料費の値上げで影響を受け
ている介護サービス事業者に対し、食材料費の上昇分を支
援することでサービスの安定的な提供を図る。
②食材料費の対前年増加額、支払事務委託
③入所施設（定員数19,642人×21,600円＝424,267千円）
　 通所施設（定員数14,602 人× 6,400円＝ 93,453千円）
   支払事務委託料　16,185千円
④介護サービス事業者、利用者等

533,905 R7.4 R8.3

9

⑤医療・介護・保育
施設、学校施設、公
衆浴場等に対する物
価高騰対策支援

障害者支援施設等光熱費高騰対策支
援事業

①原油価格・物価高騰等に直面する障害者支援施設等に
支援金を交付することにより、利用者等に対して、引き続き
安心・安全で質の高いサービスが提供できる体制を確保す
る。
②物価高騰対策支援金、支払事務委託料
③
入所系
150千円（定員1～40人）×208＝31,200千円
250千円（定員41～60人）×37＝9,250千円
400千円（定員61人～）×8＝3,200千円
通所系
120千円×744＝89,280千円
訪問・相談系
60千円×769＝46,140千円
支払事務委託料　14,833千円
④県内障害者支援施設

193,903 R7.4 R8.3

10

⑤医療・介護・保育
施設、学校施設、公
衆浴場等に対する物
価高騰対策支援

障害者支援施設等食材料費高騰対策
支援事業

①物価高騰が長期化し、食材料費の値上げで影響を受け
ている障害者支援施設等事業者に対し、食材料費の上昇
分を支援することでサービスの安定的な提供を図る。
②物価高騰に伴う食材料費の増額相当額、支払事務委託
料
③
入所施設（定員数2,850人×21,600円＝61,560千円）
通所施設（定員数5,669人×6,400円＝36,281千円）
支払事務委託料　12,021千円
④障害者支援施設

109,862 R7.4 R8.3
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11

⑤医療・介護・保育
施設、学校施設、公
衆浴場等に対する物
価高騰対策支援

保育所等光熱費高騰対策支援事業

①原油価格・物価高騰等に直面する保育所等に支援金を
交付することにより、利用者等に対して、引き続き安心・安
全で質の高いサービスが提供できる体制を確保する。
②物価高騰対策支援金
③保育所等
　200千円（定員150人～）×20＝4,000千円
　120千円（定員50～149人）×153＝18,360千円
　60千円（定員～49人）×28＝1,680千円
地域型保育事業　30千円×31＝930千円
④私立保育所、私立認定こども園（幼稚園型認定こども園
を除く）、地域型保育事業者

24,970 R7.4 R8.3

12

②エネルギー・食料
品価格等の物価高
騰に伴う子育て世帯
支援

保育所副食費等物価高騰対策支援事
業

①物価高騰が生じる中、保育所等において、これまでどおり
の栄養バランスや量を保った食事の提供が行われるよう、
食材料費に係る増加経費の支援を実施することで、子育て
世帯の負担軽減を図る。
②・市町が実施する、私立認可保育所・私立認定こども園
（学校法人立を除く）・地域型保育事業、特例保育におけ
る、令和３年度から令和７年度にかけての１号・２号認定子
どもの食事の提供に要する食材料費支出の増加相当額の
軽減に要する費用（補助金）
・認可外保育施設における、令和３年度から令和７年度に
かけての利用子どもの食事の提供に要する食材料費支出
の増加相当額（補助金）
③食材料費7,500円/人・月×想定物価上昇率20％×対象
子ども数8,250人×12月＝148,500千円
④園児の保護者（市町、認可外保育施設に交付）

148,500 R7.4 R8.3

13

⑤医療・介護・保育
施設、学校施設、公
衆浴場等に対する物
価高騰対策支援

児童養護施設等光熱費高騰対策支援
事業

①原油価格・物価高騰等に直面する児童養護施設等に支
援金を交付することにより、利用者等に対して、引き続き安
心・安全で質の高いサービスが提供できる体制を確保す
る。
②物価高騰対策支援金（公立の施設を除く）
③250千円×30施設=7,500千円、30千円×66世帯=1,980千
円
④児童養護施設、乳児院、自立援助ホーム、ファミリーホー
ム、母子生活支援施設、里親

9,480 R7.4 R8.3

14

⑤医療・介護・保育
施設、学校施設、公
衆浴場等に対する物
価高騰対策支援

児童養護施設等食材料費高騰対策支
援事業

①物価高騰の影響を受けている児童養護施設等の食材料
の購入に係る経費に対し支援することで、入所児童の適切
な処遇を確保する。
②物価高騰に伴う食材料費の増額相当額について支援を
行う。
③1,500円×490名（施設等入所児童）×12月≒8,813千円
④児童養護施設、乳児院、自立援助ホーム、ファミリーホー
ム、母子生活支援施設、里親

8,813 R7.4 R8.3

15
⑦中小企業等に対
するエネルギー価格
高騰対策支援

賃金見直しによる人材確保・定着支援
事業

①物価高騰に賃金上昇が追い付いていない状況であること
から、安定的な人材確保・定着の実現のため、県内中小企
業等における賃金引上げや働きやすい職場環境づくりを支
援する
②（１）初任給等引上げを実施した中小企業等への奨励金
の支給、（２）支給事務の委託経費等
③（１）奨励金180,000千円（10万円×賃上げ人数（上限10
人）×180社）、（２）委託料15,767千円（社労士派遣、奨励金
申請受付、管理費等）、事務費150千円
④県内中小企業等

195,917 R7.4 R8.3
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16
⑥農林水産業におけ
る物価高騰対策支援

肥料価格高騰長期化対策応援事業

①肥料価格の長期的な高騰により厳しい経営環境にある
農業者の継続的な肥料低減の取組を促すため、肥料価格
高騰分の一部を支援し、持続可能な農業経営の実現を促
進する。
②肥料価格高騰に伴う肥料価格の増額相当額に対する補
助
③・助成金：169,660千円
850円/10a（単価）×25,330ha（支援対象面積）×78.8％（申
請見込率）=169,660千円
 ・補助金交付事務作業費：11,025千円
計180,685千円
④化学肥料の低減に取り組む農業者、山口県農業協同組
合中央会

180,685 R7.4 R8.3

17
⑥農林水産業におけ
る物価高騰対策支援

配合飼料価格高騰対策支援事業

①配合飼料価格の高騰に直面する畜産農家を支援するた
め、配合飼料価格の一部を支援する。
②令和７年度における生産者が負担する配合飼料購入費
の一部支援
③配合飼料価格安定制度における契約数量１トンあたり
3,100円×150,000ｔ＝465,000千円
④山口県農業協同組合、(一社)山口県配合飼料価格安定
基金協会、各酪農農業協同組合、養鶏農業協同組合等

465,000 R7.4 R8.3

18
⑥農林水産業におけ
る物価高騰対策支援

酪農経営緊急支援事業

①厳しい経営状況にある酪農家を支援するため、生産コス
ト高騰分の一部を支援する。
②酪農家が負担する生産コストの一部支援
③生産コスト高騰分の一部　10,000円×2,400頭＝24,000千
円
④各酪農農業協同組合、(公社)山口県畜産振興協会

24,000 R7.4 R8.3

19
③消費下支え等を通
じた生活者支援

物価高騰下における地域の防犯対策
支援事業

①物価高騰の影響を受ける中、県民の防犯意識が高まっ
ていることから、自治組織等が設置する街頭防犯カメラの
設置費用を補助することで、県民生活の安全・安心の確保
を推進する。
②街頭防犯カメラの設置に対する補助金(補助率3/4、1台
当たりの上限25万円、1自治組織等当たりの上限100万円)
③25万円×41台＝1,025万円(10,250千円)
④地域住民で構成する自治組織等の団体

10,250 R7.4 R8.3

20

②エネルギー・食料
品価格等の物価高
騰に伴う子育て世帯
支援

県立学校給食費に係る物価高騰差額
補助事業

①物価高騰が生じる中、県立学校において、これまでどおり
の栄養バランスや量を保った学校給食等の提供が行われ
るよう給食材料費に係る増加経費を支援することで、保護
者の負担軽減を図る。（教職員は除く。）
②給食材料費に係る増加経費（教職員分は除く）
※令和３年度末から令和７年４月１日の給食費引上げに伴
う差額分（令和４年３月３１日の給食単価の10％を上限とす
る）及び令和７年４月２日から令和８年３月３１日までの給食
費引上げに伴う差額分（令和７年４月１日の給食単価の
10％を上限とする）を支援
③154,019千円（高騰後）－135,998千円（高騰前）＝18,021
千円
※対象生徒数2,474人
④生徒等の保護者（県立学校　２１校（中学校、中等教育学
校（前期）、定時制高等学校（夜間）、特別支援学校）に交
付）

18,021 R7.4 R8.3



No. 推奨事業メニュー 交付対象事業の名称

事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

事業費 事業始期 事業終期
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③消費下支え等を通
じた生活者支援

LPガス料金上昇負担軽減事業

①ＬＰガス販売事業者を通じて利用料金の値引きを行うこと
により、ＬＰガス料金上昇の影響を受け、厳しい状況にある
生活者や事業者の負担軽減を図る。
②値引き原資、販売事業者協力金、支援金交付事務委託
③-1　値引き原資
　 ・家庭業務用利用者：600円(月600円×1か月)×33万者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　=198,000
千円
  ・産業用利用者：10円/m3×5,800千m3(使用見込量)×1
か月=58,000千円
③-2　販売事業者協力金
　 ・10万円（上限）×350者=35,000千円
③-3支援金交付事務委託
 　・25,000千円
④家庭業務用利用者（一般消費者・業務用利用者(原則、
質量販売は除く）、コミュニティガス利用者）、産業用利用者
（タクシー事業者及び大企業を除く）

316,000 R7.7 R7.9
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⑦中小企業等に対
するエネルギー価格
高騰対策支援

中小企業電気料金高騰対策支援事業

①特別高圧を受電する事業者の電気料金に対する支援に
ついて、支援対象期間を拡大することにより、電気料金高
騰の影響を受ける県内中小企業者の負担軽減を図る。
②中小企業特別高圧電気料金支援金
③令和7年7月使用分
  45,110千kWh(推定需要量)×1.0円/kWh=45,110千円
   令和7年8月使用分
　46,488千kWh(推定需要量)×1.2円/kWh=55,786千円
  令和7年9月使用分
　43,645千kWh(推定需要量)×1.0円/kWh=43,645千円

事務委託料　19,949千円　計164,490千円
④特別高圧契約で受電する中小企業者（大型商業施設の
テナント入居者を含む)

164,490 R7.7 R7.12


